国際民事訴訟法(高橋宏司担当)　2005年度期末試験
以下の２問とも答えよ。

1. 以下の(1)(2)の問いに答えよ。

日本法人Xはヨーロッパで新車数十台を買受け、オランダ法人Y1との間で、Y1が本件車をオランダ国ロッテルダム港から神戸港まで海上運送する契約を締結した。Y1は、パナマ船籍の船を傭船して運送したが、その従業員でフィリピンに住所を有するY2が船内で車の固定を怠ったため、神戸港に陸揚げされた車の多くには、航海途上、船内で衝突を繰り返した傷がついていた。Xは京都の本店で車を転売したが、傷がついた車は中古車としてしか売れなかったため、当初予定していた転売利益を大きく下回った。そこで、Xは、日本において、Y1に対し運送契約に基づく債務不履行の損害賠償の訴えを、Y2に対し不法行為に基づく損害賠償の訴えを併合提起した。Y1は、オランダ国アムステルダムに本店を有していたが、大阪市内にも小規模の営業所を有していた。
(1) 上記の事実関係の下で、Y1・Y2それぞれに対する訴えについて、可能性のある管轄原因を逐一検討し、日本に国際裁判管轄権があるかを論ぜよ。(65点)
(2)　上記の事実関係に加えて、Y1からXに発行された船荷証券に、「この運送契約による一切の訴は、アムステルダムにおける裁判所に提起されるべきものとし、運送人においてその他の管轄裁判所に提訴し、あるいは自ら任意にその裁判所の管轄権に服さないならば、その他のいかなる訴に関しても、他の裁判所は管轄権を持つことができないものとする」との管轄約款が存在した場合、Y1に対する訴えにつき、この管轄約款により日本の国際裁判管轄権が否定されるかどうかを論ぜよ。(15点)
2. 日本人女性Xは、フランス人男性Yと婚姻してフランスに居住していたが、やがてYが凶暴になり、その度重なる暴力に耐えきれず、日本に逃げ帰った。一時的にでもフランスに戻るのは、Yの暴力により身の危険があるため、Xは、日本の裁判所でフランスに居住するYに対し離婚訴訟を提起した。日本に国際裁判管轄権があるか、判例の流れを踏まえて論ぜよ。(20点)
